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気象業務法及び国土交通省設置法の一部を改正する法律の公布 

 

特別警報の実施や海洋気象台を管区気象台に統合する等の措置を講じる、「気象業

務法及び国土交通省設置法の一部を改正する法律」が本日公布されました。 

今後気象庁は、特別警報が効果的に活用されるよう、実施に向けた調整や周知広報

活動を本格化していきます。 

 

1. 法律の公布及び施行日 

「気象業務法及び国土交通省設置法の一部を改正する法律」が本日 5 月 31 日に公

布されました。主な内容ごとの施行日は以下のとおりとなります。 
(１) 気象業務法 

① 特別警報の実施 
政令で別途定めます。（※） 

② 特別警報の基準についての都道府県知事への意見聴取 

公布日 
③ 津波予報業務の許可基準の変更 

政令で別途定めます。（※） 
 

（※）公布日（5 月 31 日）から 3 ヶ月を超えない日（8 月 30 日）までの間で定めま

す。 

(２) 国土交通省設置法 
① 海洋気象台の管区気象台等への統合 

平成 25 年 10 月 1 日 
 
 

2. 特別警報導入に向けた取り組み 

特別警報が効果的に活用されるよう、気象庁では本庁及び全国の官署で以下のよう

な実施に向けた調整や周知広報活動を本格化していきます。 
(１) 自治体への説明 

特別警報の基準についての意見聴取に係る説明のみならず、特別警報を防災活

動にご活用いただくために、具体的な対応に関する調整や必要な説明を行います。 
(２) 国民への周知広報 

① 気象庁ホームページ上に特別警報に関する情報を集めたポータルサイトを

以下の URL に本日掲載します。 



http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/index.html 

② リーフレット（別添）、ポスター、政府広報等を活用して、特別警報の意味や特

別警報が出た際に取るべき対応などについて情報を伝えます。 
③ この他にも様々な手段や機会をとらえて、特別警報の周知について、関係府

省、自治体、報道機関等に協力をお願いしていきます。 
 

 

本件に関する問い合わせ先 
福岡管区気象台総務部業務課 
電話：092-725-3603 



平成23年台風第12号による土砂崩れ（奈良県吉野郡川上村）

気象庁は、重大な災害の起こるおそれが著しく
大きい場合に特別警報を発表します。

特別警報が始まります。

気象庁
Japan Meteorological Agency



警報の発表基準をはるかに超える現象に対
して、特別警報を発表します。

特別警報は、「東日本大震災」における津波や、「平成23年台風第12号」に
よる豪雨、「伊勢湾台風」による高潮のような、警報の発表基準をはるかに
超える異常な現象が予想され、重大な災害が起こるおそれが著しく大きい
場合に発表されます。

警報の発表基準をはるかに超える
現象に対して、甚大な災害が発生する
危険性を充分に伝えることができない。

特別警報のイメージ
数十年に一度の大雨となる
おそれが大きいときに発表

大雨特別警報
特別警報に相当する大雨の例

平成23年台風第12号

平成24年7月
九州北部豪雨

※特別警報の発表基準は自治体と調整した上で決定します。決まり次第、気象庁ホームページ、広報誌等で
　お知らせします。

「特別警報」を新設し、災害発生の
危険性を分かりやすく伝える。
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●経験したことのないような激しい豪雨や暴風など異常な気象現象が起きそ
うな状況です。ただちに命を守る行動をとってください。
●周囲の状況や市町村から発表される避難勧告等の情報に留意し、ただちに
避難所へ避難するか、すでに外出することが危険な状態のときは、無理を
せず家の中のより安全な場所にとどまってください。
●この数十年間災害の経験がない地域でも、災害の可能性が高まっています。
油断しないでください。

特別警報が発表されたら、
身を守るために最善を尽くしてください。



津波、噴火、地震については、現行の警報
のうち危険度が高いレベルのものを
特別警報に位置づける予定です。

「特別警報」が発表されないからといって
安心することは禁物です。

●津波については、大津波警報を特別警報に位置づける予定です。大津波警報
が発表されたら、沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や避難ビルなど
安全な場所へ避難してください。

●噴火については、噴火警報（居住地域）もしくは噴火警戒レベル4以上を特別
警報に位置づける予定です。これらの警報が発表されたら、警戒が必要な範
囲からの避難や避難の準備をしてください。

●地震動については、緊急地震速報（警報）のうち震度6弱以上の揺れを予想
したものを特別警報に位置づける予定ですが、震度5弱以上が予想された
ときに発表される緊急地震速報（警報）と取るべき行動に変更はありません。

●重大な災害のおそれがあるときは従来どおり警報が発表されます。これまで
どおり、最新の情報に注意するなど、警戒してください。

●大雨等においては、時間を追って段階的に発表される気象情報、注意報、警報
を活用して、早め早めの行動をとることが大切です。

特別警報に相当する津波・噴火の例

東北地方太平洋沖地震（平成23年） 三宅島（平成12年）



特別警報の伝達の流れ

気象庁
Japan Meteorological Agency

特別警報が発表されるまで（大雨の場合のイメージ）
気象台が発表する気象情報

大雨に関する気象情報
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大雨注意報

大雨警報（土砂災害）

土砂災害警戒情報

大雨警報（浸水害）

警報になる可能性がある場合はその旨記述

警報・注意報に先立ち発表

大雨の期間、予想雨量、警戒を要する事項などを示す

土砂災害の危険性が、さらに高まった場合に発表

あらかじめ、取るべき行動を考えておきましょう。

大雨がさらに降り続き、
重大な災害が起こる危険性が非常に高まる重大な災害が起こる危険性が非常に高まる

大雨特別警報
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気象庁
〒100‒8122 東京都千代田区大手町1‒3‒4
電話：03‒3212‒8341 FAX：03‒6689‒2917（耳の不自由な方向け）
気象庁ホームページ  http://www.jma.go.jp/jma/index.html
特別警報について  http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu‐keiho/index.html

（2013.6）

特別警報は行政機関や様々なメディアを通じて
伝えられます。情報収集に努めてください。

防災無線
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